
第１問 「政治・経済」の授業で，生徒Ｘ，生徒Ｙ，生徒Ｚは，これからのキャリア
ふ せん

や将来に関連するキーワードを思いつくまま付箋に書き出して整理し，次の図で示

したように四つのグループに分けてみた。これに関して，後の問い（問１～８）に答

えよ。（配点 ２６）
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問 １ 生徒Ｘ，生徒Ｙ，生徒Ｚは，下線部について話をしている。次の会話文中

の空欄 ア には後の語句ａかｂ，空欄 イ には後の語句ｃかｄ，空欄

ウ には後の記述ｅかｆのいずれかが当てはまる。空欄 ア ～

ウ に当てはまるものの組合せとして最も適当なものを，後の�～�のう

ちから一つ選べ。 １

Ｙ：アルバイトでも所定の要件を満たせば，有給で休めるんだよね。

Ｘ：え，そうなの。知らなかったよ。それは役立つ情報だね。アルバイトとい

えば，友達が�か月も賃金が支払われていないと言って困っていたよ。

Ｙ：賃金不払いは ア 違反だから， イ に相談に行くといいよ。

Ｚ：そうだね。 イ は ア などの実施と遵守を監督する機関だよね。

Ｘ：裁判所かと思ったけど， イ か。早速，友達に伝えるよ。

Ｚ：裁判所には労働審判の仕組みがあるよ。労働審判では， ウ よね。

Ｙ：裁判官だけでなく，専門的な知識や経験のある民間人も審判に携わる仕組

みで，解決率も高いみたいだから，労働審判のことも伝えてあげてね。

ア に当てはまる語句

ａ 労働組合法 ｂ 労働基準法

イ に当てはまる語句

ｃ 労働基準監督署 ｄ 公共職業安定所（ハローワーク）

ウ に当てはまる記述

ｅ 通常の訴訟よりも簡易で迅速な解決がめざされている

ｆ 労働争議の解決のために強制力のある仲裁裁定が出される

� ア―ａ イ―ｃ ウ―ｅ � ア―ａ イ―ｃ ウ―ｆ
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問 ２ 下線部に関心をもった生徒Ｙは，日本の雇用保険制度における教育訓練給
付金について調べ，次のメモにまとめた。後の記述ア～ウのうち，メモから読
みとれる内容として正しいものはどれか。当てはまるものをすべて選び，その
組合せとして最も適当なものを，後の�～�のうちから一つ選べ。 ２

〇目的：主体的な能力開発とキャリア形成の支援，雇用の安定と就職の促進
〇趣旨：雇用保険の加入期間等，一定要件を満たす人が，厚生労働大臣の指定す

る教育訓練を受講・修了した場合に教育訓練給付金を支給
〇申請先：公共職業安定所
〇種類：対象となる教育訓練は，次の表中の三つ

専門実践教育訓練 特定一般教育訓練 一般教育訓練

訓練内容 中長期的キャリア形成に
資する教育訓練

速やかな再就職・早
期キャリア形成に資
する教育訓練

その他の雇用の安
定・就職の促進に
資する教育訓練

対象講座の
例

看護師や言語聴覚士の資
格取得を目標とする講
座，法科大学院

行政書士や税理士の
資格取得を目標とす
る講座

TOEICや TOEFL
の資格取得を目標
とする講座

支給額（＊�） 受講費用の５０％（＊�） 受講費用の４０％ 受講費用の２０％

支給時期 受講中（�か月ごと）（＊�） 修了後 修了後

（＊１） 別途金額に上限あり
（＊２） 資格取得等をし，かつ修了した日の翌日から�年以内に雇用保険の被保険

者として雇用された場合には，受講費用の２０％を追加で支給

ア どの種類の教育訓練かによって，受講費用のどれくらいの割合が教育訓練
給付金として支給されるかが異なる。
イ 税理士資格の取得を目標とする講座についての教育訓練給付金は，修了後
だけでなく，受講中にも支給される。
ウ 教育訓練給付金を受給する際の申請先は，公共職業安定所である。

� ア � イ � ウ
	 アとイ 
 アとウ � イとウ � アとイとウ
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問 ３ 生徒Ｘ，生徒Ｙ，生徒Ｚは，下線部について話し合っている。次の会話文

中の空欄 ア には後の語句ａかｂ，空欄 イ には後の語句ｃかｄのい

ずれかが当てはまる。空欄 ア ・ イ に当てはまるものの組合せとし

て最も適当なものを，後の�～�のうちから一つ選べ。 ３

Ｘ：今年は参議院議員の通常選挙が予定されているけど，国政選挙では投票率

が長期低落傾向にあるそうだね。どうすれば投票率を上げられると思う？

Ｙ：低投票率の背景には政治的無関心があるという話だけど，有権者の政党離

れがその一因だとすれば，政党側の真摯な取組みが必要かもしれないね。

Ｚ：有権者がより投票しやすい仕組みも必要だよね。たとえば，私の家では，

海外旅行の予定と選挙の投票日とが重なってしまったときに， ア を

利用して出国前に住民票がある地元の町で投票を済ませることができたの

で，とても助かったよ。

Ｘ：そういえば，有権者になったら，選挙運動期間内には選挙運動もできるよ

うになるんだよね。インターネットでの運動も一部認められているみたい

だけど，具体的にはどんなことができるんだろう。

Ｙ：選挙運動には，選挙運動期間内でもさまざまな制限があるから注意が必要

だけど，たとえば， イ は問題ないよ。主体的な政治参加を通して社

会問題への向き合い方も変わってきそうだね。

ア に当てはまる語句

ａ 期日前投票制度 ｂ 在外選挙制度

イ に当てはまる語句

ｃ 一般の有権者が電子メールで特定候補者への投票を依頼すること

ｄ 一般の有権者が SNS（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）の投稿

で特定候補者への投票を呼びかけること

� ア―ａ イ―ｃ � ア―ａ イ―ｄ

� ア―ｂ イ―ｃ � ア―ｂ イ―ｄ
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問 ４ 下線部に関連して，日本における少年事件と少年法について調べた生徒

Ｘ，生徒Ｙ，生徒Ｚは，次の図をみながら議論している。後の会話文中の空欄

ア には後の記述ａかｂ，空欄 イ には後の記述ｃかｄのいずれかが

当てはまる。空欄 ア ・ イ に当てはまるものの組合せとして最も適

当なものを，後の�～�のうちから一つ選べ。 ４
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（注）「人口比」は各年齢層の少年１０万人当たりの刑法犯（刑法等に規定する犯罪）検
挙人数である。

（出所） 法務省Webページにより作成。

Ｘ：この図をみると，少年による刑法犯検挙人数の人口比は ア ことがわ

かるよね。これは意外だな。それなら，授業で学んだ少年法の度重なる厳

罰化は必要なかった気がするんだけど。

Ｙ：たしかにこのデータは印象的だね。ただ，少年法の改正による厳罰化が進

んだのは２０００年以降のことだから，近年の刑法犯検挙人数の推移は法改

正の成果とみることもできるんじゃないかな。

Ｘ：なるほどね。そうすると，法改正によって，保護や教育を通じた更生とい

う少年法の理念自体が変わったということになるのかな。

Ｚ：選挙権年齢や成年年齢の引下げに対応した２０２２年施行の改正少年法で

は， イ よ。これは，たしかに厳罰化の一例ではあるけれど，従来か

らの少年法の理念とのバランスを意識した対応ともいえそうだね。
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ア に当てはまる記述

ａ 年齢層ごとに増減がみられるけど，どの年においても，年齢層が高い方が

その数は少ない

ｂ 一定の年齢層では大きく増加している時期もあるけど，２００５年以降の時

期では，どの年齢層もおおむね減少傾向にある

イ に当てはまる記述

ｃ １８歳と１９歳の者を新たに「成年」と位置づけて，少年法の適用対象からは

除外し，２０歳以上の者と同様に通常の刑事裁判の対象としている

ｄ １８歳と１９歳の者を新たに「特定少年」と位置づけて，少年法の適用対象と

しつつ，２０歳以上の者と同様に扱われる対象犯罪の範囲を拡大している

� ア―ａ イ―ｃ � ア―ａ イ―ｄ

� ア―ｂ イ―ｃ � ア―ｂ イ―ｄ

問 ５ 生徒Ｘは，下線部に関連する憲法問題について調べた。次の記述ア～ウの

うち，最高裁判所が憲法違反と判断した法律の規定はどれか。当てはまるもの

をすべて選び，その組合せとして最も適当なものを，後の�～�のうちから一

つ選べ。 ５

ア 婚外子（嫡出でない子）の法定相続分を婚内子（嫡出である子）の法定相続分

の�分の�と定めた民法の規定

イ 外国人の母から生まれた子が出生後に日本人の父から認知を受けても，父

母の婚姻がなければ，その子の日本国籍の取得を認めない国籍法の規定

ウ 離婚後の女性にのみ	か月の再婚禁止期間をもうけた民法の規定のうち，

１００日を超える部分

� ア � イ � ウ
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 アとウ � イとウ � アとイとウ

旧政治・経済

― ８５ ― （２７１６―２８５）



問 ６ 下線部に関心をもった生徒Ｘ，生徒Ｙ，生徒Ｚは，円と米ドルの為替相場

および日米の短期金融市場金利の推移を示した次の図を作成し，海外の出来事

が外国為替相場にどのような影響を与えるかについて話し合っている。後の会

話文中の空欄 ア ～ ウ に当てはまる語句の組合せとして最も適当な

ものを，後の�～�のうちから一つ選べ。 ６
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（注） 図に示されている期間は２０００年�月から２０２４年１月までである。なお，図中の FF
レートはアメリカにおいて銀行間で短期資金の貸借を行う市場の金利である。また，図
中の数値はすべて月平均である。

（出所） Federal Reserve Bank of St. Louis，日本銀行の各Webページにより作成。
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Ｘ：図をみると，２０２２年の前半に，円と米ドルの為替相場が円安方向に動く

ペースが上がっていることがわかるね。何かあったのかな。

Ｙ：為替相場は国際収支の状況や物価水準などによって決まるといわれている

よね。アメリカの金融政策の方針が変わって日米の金利差が大きくなった

ことも，円安の要因の一つじゃないかな。

Ｚ：そうなんだ。それにしても急激な為替相場変動だね。

Ｘ：急激な為替相場変動に対応するために，政府は為替介入を行うことがあ

るって聞いたことがあるけど。

Ｙ：そうだね。２０２２年の中ごろに為替相場が一時的に円高に動いたけれど，

この時期には為替介入があったといわれているね。

Ｘ：為替介入があると外貨準備は変動するよね。円高にするための介入が行わ

れるときには，日本の外貨準備は ア するよね。

Ｚ：外国の経済政策の変更などは，日本経済にも影響するんだね。これまでに

もそういった出来事はあったのかな。

Ｙ：たとえば，サブプライムローン問題以降のアメリカで，落ち込んだ景気へ

の対応で金利が動かされたために，日米の金利差が イ していった時

期があったよね。その時期の為替相場は ウ の方向に動いているね。

Ｚ：なるほど。将来的に海外旅行に行くにせよ，投資するにせよ，海外の情勢

は知っておかないといけないということだね。

� ア 増 加 イ 拡 大 ウ 円 高

� ア 増 加 イ 拡 大 ウ 円 安

� ア 増 加 イ 縮 小 ウ 円 高

� ア 増 加 イ 縮 小 ウ 円 安

� ア 減 少 イ 拡 大 ウ 円 高

� ア 減 少 イ 拡 大 ウ 円 安

� ア 減 少 イ 縮 小 ウ 円 高

	 ア 減 少 イ 縮 小 ウ 円 安
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問 ７ 下線部について学んだ生徒Ｘ，生徒Ｙ，生徒Ｚは，２０１８年の日本におけ

る家計の預貯金の残高と負債の残高とを世帯主の年齢階級別に示した次の図を

みながら，物価変動の家計への影響について話し合っている。後の会話文中の

空欄 ア ・ イ に当てはまる語句の組合せとして最も適当なものを，

後の�～�のうちから一つ選べ。 ７
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（注） 預貯金の残高，負債の残高は，抽出調査による二人以上の世帯の平均値である。
（出所） 総務省統計局Webページにより作成。

Ｘ：いろいろな物の価格が上がると，小遣いで買えるものが減ってしまうね。

Ｙ：物価が上がり続ける現象をインフレーションというよね。

Ｘ：インフレーションにはいくつかの種類があると聞いたことがあるよ。

Ｚ：原材料が値上がりして，商品の値上げをした企業もあるって聞くね。原材

料の値上がりなどが原因となるインフレーションを ア というよね。

Ｙ：物価上昇は，私たちの生活に大きな影響を与えるよね。

Ｘ：インフレーションから受ける影響ってみんな同じなのかな。

Ｙ：それはどうかな。インフレーションは見方を変えると貨幣価値の変化でも

あるから，資産や負債の実質的な価値にも影響するよね。

Ｚ：そう考えれば，図の中で世帯主が３０歳代の家計と６０歳代の家計とを比べ

ると，インフレーションが生じて預貯金と負債の実質的な価値が変わるこ

とで経済的により不利益を受けるのは イ の家計ということになる

ね。

旧政治・経済

― ８８ ― （２７１６―２８８）



� ア ディマンド・プル・インフレーション イ ３０歳代

� ア ディマンド・プル・インフレーション イ ６０歳代

� ア コスト・プッシュ・インフレーション イ ３０歳代

� ア コスト・プッシュ・インフレーション イ ６０歳代

問 ８ 生徒Ｚは，下線部の生活やそれを包含する市場経済に関心をもち，それら

に関連する仕組みについて調べた。日本において，消費者の生活を保護し，市

場経済を健全に機能させる仕組みに関する記述として誤っているものを，次の

�～�のうちから一つ選べ。 ８

� 特定商取引法では，訪問販売など特定の場合に，消費者が一定期間内であ

れば無条件で契約を解除できるクーリング・オフの制度が定められている。

� 大気汚染防止法や水質汚濁防止法では，公害を発生させた企業が過失の有

無にかかわらず責任を負うという原則が採用されている。

� 銀行が破綻した際に預金者を保護するために，預金とその利息について，

金額にかかわらず全額の払戻しを保証するペイオフ制度が設けられている。

� 企業の独占や寡占による不当な価格のつり上げなどを防ぐために，公正取

引委員会が設置されている。

旧政治・経済
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第２問 生徒Ｘと生徒Ｙは，国政選挙の選挙権を得たので，民主政治について復習

しておこうと思い立ち，「政治・経済」の授業で学んだテーマを整理した。その上

で，民主政治に関する疑問とあわせて次のメモにまとめた。これに関して，後の問

い（問１～８）に答えよ。（配点 ２５）

民主政治についてのテーマと疑問

〇主権国家と国際社会

・国際社会を構成する主権国家はいかに成立したのか

・民族自決の原則はどこまで認められるのか

〇国民主権と法の支配

・国民の意見は国の政策に反映されているのか

・権力の濫用を防ぐための法の役割とは何か

〇民主主義と議会

・日本の国会にはどのような特色があるのか

・民主化されるとはどういうことか

〇基本的人権の保障

・国際的な人権保障にはどのような取組みがあるのか

・自由権，社会権，新しい人権とは何か

〇国の統治と地方自治

・地域共同体は民主政治でどのような役割を果たすのか

・地方自治体の財政難はどのように解消されるべきなのか

旧政治・経済
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問 １ 下線部と紛争との関連性に関心をもった生徒Ｙは，ユーゴスラビア紛争に

ついて調べ，その背景を次のメモにまとめた。ユーゴスラビアに関する後の記

述ア～ウのうち，メモから読みとれる内容として正しいものはどれか。当ては

まるものをすべて選び，その組合せとして最も適当なものを，後の�～�のう

ちから一つ選べ。 ９

紛争に至る背景：１９８０年代のユーゴスラビアにおける対立

 政治情勢：多民族連邦制を採用していたユーゴスラビアは，チトー

大統領の死後，八つの共和国・自治州の政治指導者による合議制へ移

行した。しかし，連邦内外の政治経済的危機を契機として，合議制へ

の移行は共和国・自治州の政治指導者間の対立につながった。

一部の政治指導者たちは，自らの権力基盤を強化するためにナショ
せんどう

ナリズムを扇動し，連邦制度の再編をめぐる共和国・自治州それぞれ

の間の対立を民族問題と結びつけた。その結果，連邦のあり方をめぐ

る対立の延長で，民族間の対立が深まることになった。

 経済情勢：経済危機に直面したユーゴスラビアは，国際通貨基金

（ IMF）による融資を受けながら経済改革を進めた。その過程で，連

邦内の経済格差は拡大し，共和国・自治州それぞれの間の対立が深

まった。

ア 多民族連邦制の下での共和国・自治州それぞれの間の政治対立は，合議制

が導入されることによって解消した。

イ 連邦内の経済格差は，国際機関の融資を拒否したことによって拡大した。

ウ 一部の政治指導者たちの行動によって，共和国・自治州それぞれの間の対

立が民族対立の激化につながった。

� ア � イ � ウ

� アとイ � アとウ � イとウ � アとイとウ

旧政治・経済
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問 ２ 生徒Ｙは，下線部に関するデータを調べ，次の表１と表２をみつけた（な
お，表１・２には表記を改めた箇所や省略した箇所がある）。表１は，国の政
策への民意の反映程度に関する意識調査の結果を，年齢区分別に示している。
また，表２は，表１で「ある程度反映されている」，「あまり反映されていな
い」，「ほとんど反映されていない」と答えた者に，どうすればよりよく反映さ
れるようになると思うかを聞いた結果である。表１・２から読みとれる内容と
して最も適当なものを，後の�～�のうちから一つ選べ。 １０

表１ 国の政策への民意の反映程度（単一回答） （単位：％）

かなり反映
されている

ある程度反映
されている

あまり反映
されていない

ほとんど反映
されていない

１８～２９歳 ２．８ ２０．３ ５１．７ ２５．２
３０～３９歳 １．１ １５．４ ５２．７ ３０．８
４０～４９歳 １．６ １５．４ ５３．７ ２８．５
５０～５９歳 ０．０ ２１．６ ５４．９ ２２．３
６０～６９歳 ０．６ ２７．２ ５６．６ １４．４
７０歳以上 ４．９ ３２．５ ４６．６ １１．６

全体 ２．２ ２４．４ ５２．０ １９．５

表２ 国の政策への民意の反映方法（単一回答） （単位：％）

政治家が
国民の声
をよく聞
く

国民が国
の政策に
関心を持
つ

マスコミ
が国民の
意見をよ
く伝える

国民が選
挙の時に
自覚して
投票する

政府が世
論をよく
聞く

国民が参
加できる
場をひろ
げる

１８～２９歳 ２３．０ １６．５ ７．９ ８．６ １３．７ １４．４
３０～３９歳 ２５．０ １８．９ ２．８ １３．９ １５．０ １３．９
４０～４９歳 ２５．０ １５．０ ５．０ １１．７ １７．９ １５．８
５０～５９歳 ３４．３ １３．７ ２．９ １２．１ １５．６ １３．３
６０～６９歳 ３０．９ １７．５ ３．５ １５．３ １５．９ ９．６
７０歳以上 ３０．２ １８．４ ５．６ １７．４ １４．０ ６．８

全体 ２９．２ １６．８ ４．５ １４．１ １５．３ １１．２

（注） 調査時期は２０２２年１２月～２０２３年�月，回答者総数は１，７６１名（表１），１，６８８名（表２）
である。表１・２には，四捨五入のため，また一部に「無回答」があるため，合計が１００％
にならない場合がある。

（出所） 表１・２は，内閣府Webページにより作成。

旧政治・経済
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� 表１によれば，国の政策へ民意が「ある程度反映されている」と答えた人の

割合は，一貫して，年齢が低い区分になるほど低くなっている。

� 表１によれば，国の政策へ民意が「あまり反映されていない」と答えた人の

割合は，いずれの年齢区分においても半数を超えている。

� 表２によれば，国の政策へ民意がよりよく反映されるために必要なことと

して「政治家が国民の声をよく聞く」と答えた人の割合は，いずれの年齢区分

においても最も高くなっている。

� 表２によれば，国の政策へ民意がよりよく反映されるために必要なことと

して「国民が参加できる場をひろげる」と答えた人の割合は，一貫して，年齢

が低い区分になるほど高くなっている。

問 ３ 生徒Ｘは，下線部の現状について調べた。次の記述ア～ウのうち，日本の

国会に関する記述として正しいものはどれか。当てはまるものをすべて選び，

その組合せとして最も適当なものを，後の�～�のうちから一つ選べ。

１１

ア 日本国憲法では，国会は，衆議院および参議院で構成され，両議院はとも

に，選出された選挙区を代表する議員で組織すると規定されている。

イ 日本国憲法では，両議院の議員は，議院で行った演説，討論または表決に

ついて，院外で責任を問われないと規定されている。

ウ 衆議院議員が法律案を提出するためには，衆議院議員の一定数以上の賛成

に加えて参議院議員の一定数以上の賛成が必要である。

� ア � イ � ウ

� アとイ � アとウ � イとウ

� アとイとウ

旧政治・経済
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問 ４ 下線部について調べていた生徒Ｘと生徒Ｙは，冷戦の終わり頃に民主化が

起こった J国，K国，L国に関する次の表と後の資料をみつけ，それをもと

に話し合っている。資料および後の会話文中の空欄 ア ・ イ に当て

はまる語句の組合せとして最も適当なものを，後の�～�のうちから一つ選

べ。 １２

表 J国，K国，L国の自由民主主義指数の推移

１９９０年 ２０００年 ２０１０年 ２０２０年

J国 ０．３３ ０．２１ ０．１９ ０．５９

K国 ０．６９ ０．８０ ０．８３ ０．８４

L国 ０．７２ ０．７６ ０．６８ ０．３６

（出所） V―Dem Institute Webページにより作成。

資料

〇J国，K国，L国では，冷戦の終わり頃から一貫して，複数政党制選挙

が実施されている。

〇自由民主主義指数とは，各国の自由民主主義の水準を�～�の数値で表

したものである。数値が�に近いほど，自由民主主義の水準は高いと評

価される。

〇水準を測定するための項目

・言論の自由や結社の自由などの「自由で公正な選挙の実施にかかわる

側面」

（例） 政党を結成する自由

・ ア などの「政府に対する制約の側面」

（例） 司法権の独立

旧政治・経済
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Ｘ：この表は，三つの国における冷戦の終わり頃からの自由民主主義指数の変

化を示しているね。いくつかの機関がこうした指数を示していて，機関に

よって測定する項目が違うから，異なる評価がされる場合もあるみたいだ

けど，それぞれの国の政治がどのように変わってきたかを考えるヒントに

なるよ。

Ｙ：三つの国では，民主化してから，ずっと複数政党制選挙が行われてきたん

だね。だけど，この指数が上がった国も下がった国もあるよ。たとえば表

中の イ は，１９９０年の時点では三つの国の中で最も高い評価だった

のに，２０２０年の時点では最も低い評価に変わっているね。なぜだろう。

Ｘ：それは，この指数が，複数政党制選挙が行われているかどうかだけでな

く，司法権の独立などの項目を評価に含んでいるからだよ。 ア が働

くことで，選挙で選ばれた指導者が大衆迎合的な政治を行いながら独裁的

に権力を振るうことを防げるからね。

Ｙ：なるほど，民主化に影響を与える要素はいろいろあるんだね。

� ア 権力の抑制と均衡 イ J国

� ア 権力の抑制と均衡 イ K国

� ア 権力の抑制と均衡 イ L国

� ア 権力の集中 イ J国

� ア 権力の集中 イ K国

� ア 権力の集中 イ L国

旧政治・経済
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問 ５ 生徒Ｘは，下線部について授業で学んだことを復習した。国際的な人権保

障に関する記述として正しいものを，次の�～�のうちから一つ選べ。

１３

� NGO（非政府組織）が主導して，無差別に人を殺傷する兵器であるクラス

ター爆弾の禁止が国際連合で交渉されたが，条約として採択されなかった。

� 世界人権宣言と同年に採択された集団殺害罪の防止および処罰に関する条

約（ジェノサイド条約）について，日本は批准している。

� 経済的，社会的および文化的権利に関する国際規約（A規約）は，締約国が

留保付きで規約の批准を行うことを禁止している。

� 市民的および政治的権利に関する国際規約（B規約）について，日本は二つ

の選択議定書をいずれも批准していない。

旧政治・経済
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問 ６ 下線部に関して，環境権が主張された背景にあった公害問題に関心をもっ

た生徒Ｙは，日本において地方公共団体が�年間に受け付けた公害に関する苦

情件数の推移を調べ，次の図を作成した。図中の a～dは，それぞれ�年間ま

たは１１年間の「期間」を示している。それぞれの「期間」の始まりと終わりの年

度の苦情件数を比較して，その「期間」の苦情件数の変化を読みとるとき，図か

ら読みとれる内容として誤っているものを，後の�～�のうちから一つ選べ。

１４

6.4
5.54.95.55.9

2.0

1.0
0.4

2.5

2.0
2.5

0.1

a b

c
10
9
8
7
6
5
4
3
2
1
0

(万件)

(年度)1966 1970 1980 1990 2000 2010
典型７公害 典型７公害以外(例：廃棄物投棄など)

d

（出所） 公害等調整委員会Webページにより作成。

� 環境基本法の制定年を含む「期間」をみると，公害苦情件数の合計は増加

し，合計に占める典型�公害に関する苦情件数の割合は上昇している。

� 環境庁の設置年を含む「期間」をみると，公害苦情件数の合計は増加し，合

計に占める典型�公害に関する苦情件数の割合は低下している。

� 環境省の設置年を含む「期間」をみると，公害苦情件数の合計は増加し，合

計に占める典型�公害に関する苦情件数の割合は上昇している。

� 公害対策基本法の制定年を含む「期間」をみると，公害苦情件数の合計は増

加し，合計に占める典型�公害に関する苦情件数の割合は低下している。

旧政治・経済
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問 ７ 生徒Ｘと生徒Ｙは，次の図をみながら，下線部について話し合っている。
図および後の会話文中の空欄 ア ・ ウ にはそれぞれ「機関委任」，

「自治」，「法定受託」，空欄 イ ・ エ にはそれぞれ「病院や薬局の開
設許可」か「旅券の交付」のいずれかが当てはまる。空欄 イ ・ ウ に
当てはまる語句の組合せとして最も適当なものを，後の�～�のうちから一つ
選べ。 １５

�
�
�

・国政選挙

・ イ など
�
�
�
�
�
�
�
�

ア 事務

地方公共団体の事務

�
�
�

・都市計画の決定

・ エ など
ウ 事務

Ｘ：この図は，現在の地方自治法に基づいて，地方公共団体の事務を分類した
ものだね。図の ア 事務は，国などが本来果たすべき役割に関連し，
国などが実施方法を指示して，地方公共団体が行う事務のことだね。

Ｙ： ア 事務の具体例である イ を受けるには，地方公共団体の窓口
で手続きする必要があるけど，その事務の実施方法は国が指示しているん
だよね。

Ｘ：そうだね。もう一つの分類は ウ 事務だよ。この事務は， ア 事
務以外のものだから，地方公共団体が主体的に行うといえるね。

Ｙ： ウ 事務については，国などの関与は助言あるいは勧告にとどまるか

ら， ウ 事務の具体例である エ などの事務をみると， ア
事務と比較して，地方公共団体の自主性はより高いといえるね。

� イ 病院や薬局の開設許可 ウ 機関委任
� イ 病院や薬局の開設許可 ウ 自 治
� イ 病院や薬局の開設許可 ウ 法定受託
� イ 旅券の交付 ウ 機関委任
� イ 旅券の交付 ウ 自 治
� イ 旅券の交付 ウ 法定受託

旧政治・経済
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問 ８ 生徒Ｘは，下線部に関連して，政治学者ブライスの著作『近代民主政治』を

読んだ。同書で述べられている「地方自治は民主政治の最良の学校」という言葉

を説明した記述として最も適当なものを，後の�～�のうちから一つ選べ。

１６

� 住民自身が，地域の政治に参加することによって，民主政治の担い手とし

て必要な能力を形成できる。

� 地方自治体は，中央政府をモデルとして，立法・行政の手法を学ぶことが

重要である。

� 地域における問題を的確に処理できるのは，中央政府ではなく，それを最

もよく知っている地方自治体である。

� 地域住民は，国政に参加する代表者に地域の要望を伝えることによって，

代表者に決定を任せることが重要である。

旧政治・経済
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第３問 生徒Ｘと生徒Ｙが通う学校では，文化祭の準備をしている。次に示したの

は，文化祭の準備のために生徒会が開いた会議で配付された資料の一部である。こ

れに関して，後の問い（問１～８）に答えよ。（配点 ２５）

経済の仕組みと日本経済の概観

・経済データの見方

・家計や企業の経済活動

・市場のはたらきと市場の失敗

・日本の財政政策

・為替変動と貿易

地球温暖化と日本経済

・地球温暖化の深刻化と災害

・災害の増加が大企業と中小企業に及ぼす影響の差

・災害復興と機会費用

まとめ

・日本の持続可能な経済成長のために私たちができること

〇議題Ⅰ：文化祭での研究発表の内容について

タイトル「地球温暖化が日本経済に及ぼす影響」

〇議題Ⅱ：文化祭での出店について

SEIKEIバーガー（SKバーガー）の需要予測

旧政治・経済
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問 １ 生徒Ｘと生徒Ｙは，下線部について学習し，経済成長率に関する次の資料

を作成した。資料中の空欄 ア ・ イ に当てはまる数値の組合せとし

て最も適当なものを，後の�～�のうちから一つ選べ。 １７

〇経済成長率には名目経済成長率と実質経済成長率があり，いずれも

GDP（国内総生産）の増加率で表す。

〇例として，２０２０年の名目 GDPを８８億ドル，２０２１年の名目 GDPを

１１０億ドルとした場合，この�年間の名目経済成長率は， ア ％で

ある。この場合において２０２０年の GDPデフレーターを１００とし，

２０２１年の GDPデフレーターを１１０とするとき，２０２１年の実質 GDPは

イ 億ドルである。

２０２０年 ２０２１年

名目 GDP（億ドル） ８８ １１０

実質 GDP（億ドル） ８８ イ

GDPデフレーター １００ １１０

名目経済成長率（％） ア

� ア ２０ イ １００

� ア ２０ イ １２１

� ア ２５ イ １００

� ア ２５ イ １２１

旧政治・経済
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問 ２ 下線部に関連して，生徒Ｘと生徒Ｙは，次の表をみながら企業の会計につ

いて話し合っている。後の会話文中の空欄 ア には後の語句ａかｂ，空欄

イ には後の数値ｃかｄのいずれかが当てはまる。空欄 ア ・

イ に当てはまるものの組合せとして最も適当なものを，後の�～�のう

ちから一つ選べ。 １８

資産 負債・純資産

資産

現金 �億円

建物 �億円

負債

借入金 �億円

純資産

資本金 �億円

利益剰余金 �億円

Ｘ：この表は企業が財務状況を示すために作成する ア と呼ばれるものだ

よね。

Ｙ： ア は，企業の過去から蓄積された資産や負債の状態を示すもので，

表の右側と左側の合計額は等しいよ。表の右側には負債と純資産の内容が

記され，資金をどのように集めたのかがわかり，表の左側には資産の内容

が記され，集めた資金をどのように運用したのかがわかるよ。

Ｘ：総資産に占める純資産の割合を示しているのが自己資本比率だね。この表

だと自己資本比率は イ ％だね。自己資本比率というのは，企業の健

全性を測る指標で，銀行から借入れを行えば自己資本比率は低下するよ。

旧政治・経済

―１０２― （２７１６―３０２）



ア に当てはまる語句

ａ バランスシート

ｂ 損益計算書

イ に当てはまる数値

ｃ ３３

ｄ ５０

� ア―ａ イ―ｃ

� ア―ａ イ―ｄ

� ア―ｂ イ―ｃ

� ア―ｂ イ―ｄ

旧政治・経済

―１０３― （２７１６―３０３）



問 ３ 下線部に関連して，生徒Ｘは，財・サービスを「競合性」と「排除性」という

性質で分類した場合の例について具体的に考え，次のメモにまとめた。メモ中

の空欄 ア ～ ウ には，それぞれ後のａ～ｃの財・サービスの例のい

ずれかが当てはまる。空欄 ア ～ ウ に当てはまるものの組合せとし

て最も適当なものを後の�～�のうちから一つ選べ。 １９

財・サービスを「競合性」と「排除性」という性質で分類した場合，次の四

つに分類できる。

〇競合性も排除性もある財・サービス

〇競合性はあるが，排除性はない財・サービス 〔例： ア 〕

〇競合性はないが，排除性はある財・サービス 〔例： イ 〕

〇競合性も排除性もない財・サービス 〔例： ウ 〕

ａ 国 防

ｂ 渋滞している無料の一般道路

ｃ 有料で確実に視聴できる動画配信サービス

� ア―ａ イ―ｂ ウ―ｃ

� ア―ａ イ―ｃ ウ―ｂ

� ア―ｂ イ―ａ ウ―ｃ

� ア―ｂ イ―ｃ ウ―ａ

� ア―ｃ イ―ａ ウ―ｂ

� ア―ｃ イ―ｂ ウ―ａ

旧政治・経済

―１０４― （２７１６―３０４）



問 ４ 下線部に関連して，生徒Ｙは，日本の国債について調べた。日本の国債に

関する記述として最も適当なものを，次の�～�のうちから一つ選べ。

２０

� １９６０年代に国債発行がなされて以来，特例国債（赤字国債）を発行しな

かった年度はない。

� １９６０年代に国債発行がなされて以来，国債依存度が５０％を超えた年度は

ない。

� 財政法においては，原則として国債発行は認められないが，公共事業費の

財源に充てるための建設国債の発行は認められる。

� 国債費を除いた歳出総額が，国債発行による収入を除いた税収などの歳入

を下回ると，基礎的財政収支（プライマリーバランス）は赤字となる。

旧政治・経済

―１０５― （２７１６―３０５）



問 ５ 下線部に関連して，生徒Ｘは，アメリカの語学留学プログラムに参加した

ときの記録として，次のメモを作成した。メモ中の空欄 ア には後の数値

ａ～ｄ，空欄 イ には後の語句ｅかｆのいずれかが当てはまる。空欄

ア ・ イ に当てはまるものの組合せとして最も適当なものを，後の

�～�のうちから一つ選べ。 ２１

〇このプログラムの参加料は５，０００米ドルであり，私は，６０万円を

５，０００米ドルに両替してこれを支払った。

〇このプログラムには，プログラム修了時点での成績最優秀者に参加料

５，０００米ドルを全額返金する制度がある。

〇私は，プログラム修了時点で成績最優秀者であったため，５，０００米ドル

が返金され，これを円に両替したところ７０万円になった。

〇通貨の両替時に手数料は発生しなかった。

〇支払額と返金額が日本円で異なったのは，プログラム参加料の支払と返

金のそれぞれの両替時の間で，米ドルと日本円の為替レートが�米ドル

当たり ア 円分の イ になったことが原因である。

ア に当てはまる数値

ａ １０ ｂ ２０ ｃ ３０ ｄ ４０

イ に当てはまる語句

ｅ 円 安 ｆ 円 高

� ア―ａ イ―ｅ � ア―ａ イ―ｆ

� ア―ｂ イ―ｅ � ア―ｂ イ―ｆ

� ア―ｃ イ―ｅ 	 ア―ｃ イ―ｆ


 ア―ｄ イ―ｅ � ア―ｄ イ―ｆ

旧政治・経済
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問 ６ 生徒Ｘは，下線部に関して学習を進めた。次の記述ア～ウのうち，日本の

中小企業基本法と同法が定める中小企業に関する記述として正しいものはどれ

か。当てはまるものをすべて選び，その組合せとして最も適当なものを，後の

�～�のうちから一つ選べ。 ２２

ア 中小企業基本法の主な目的は，制定当初，起業の促進やベンチャービジネ

スの育成であったが，後の改正により中小企業と大企業間の格差是正となっ

た。

イ 中小企業は，現在，全企業に占める企業数の割合と従業員数の割合のいず

れにおいても，大企業を上回っている。

ウ 需要の多様化や小規模取引の機会の増加を背景に，大企業にとって採算を

とりにくいニッチ（隙間）産業へ進出した中小企業がみられた。

� ア

� イ

� ウ

� アとイ

� アとウ

� イとウ

� アとイとウ

旧政治・経済
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問 ７ 生徒Ｘは，ボランティア活動に従事する計画を立てながら，下線部につい

て考えている。ボランティア活動からは報酬を得られないが，仮にＸが，この

計画を取りやめてアルバイトをしたとすれば，アルバイトＪに従事して８，０００

円の給与を得るか，あるいはアルバイトＫに従事して１２，０００円の給与を得る

かのどちらかを選択できる。ここに述べられている以外の条件については考え

ないこととするとき，Ｘがボランティア活動に従事することの機会費用として

正しいものを，次の�～�のうちから一つ選べ。 ２３

� ８，０００円

� １０，０００円

� １２，０００円

� ２０，０００円

旧政治・経済
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問 ８ 下線部に関連して，生徒Ｘと生徒Ｙは，同窓会から寄付される SKバー

ガーを文化祭で販売するにあたって，今年度と昨年度に生徒会が実施した SK

バーガーの需要の予測調査の結果を示した次の図をみながら後のメモを作成し

た。メモ中の空欄 ア には後の金額ａ～ｄ，空欄 イ には後の語句ｅ

かｆのいずれかが当てはまる。空欄 ア ・ イ に当てはまるものの組

合せとして最も適当なものを，後の�～�のうちから一つ選べ。 ２４

0 100

100

200 300 400 量(個)

価格(円)

：今年度の需要の予測

：昨年度の需要の予測
200

300

400

図

メモ

〇文化祭で販売される SKバーガーは，同窓会から寄付される２００個だけ

である。

〇今年度の需要の予測によると，今年度の文化祭において SKバーガーを

すべて売り切ることができる最も高い価格は， ア である。

〇今年度と昨年度の需要の予測を比較すると，同じ大きさの価格の変化に

対して イ の方が需要量の変化が大きいことがわかる。

旧政治・経済
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ア に当てはまる金額

ａ １００円

ｂ ２００円

ｃ ３００円

ｄ ４００円

イ に当てはまる語句

ｅ 今年度

ｆ 昨年度

� ア―ａ イ―ｅ

� ア―ａ イ―ｆ

� ア―ｂ イ―ｅ

� ア―ｂ イ―ｆ

� ア―ｃ イ―ｅ

� ア―ｃ イ―ｆ

� ア―ｄ イ―ｅ

	 ア―ｄ イ―ｆ

旧政治・経済

―１１１― （２７１６―３１１）



第４問 生徒Ｘ，生徒Ｙ，生徒Ｚは，「日本の人口問題と持続可能な社会」という
テーマで探究を行い，授業で発表することになった。次の図は，課題探究計画の概
要を示したものである。これに関して，後の問い（問１～６）に答えよ。（配点 ２４）

Ⅰ．課題の設定
〇少子高齢化と人口減少が進むことで生じる労働市場，社会保障制
度，地域社会などの課題に関する現状と解決策を探究する

Ⅱ．資料の収集
〇労働市場の課題がわかる資料の収集
〇社会保障制度の課題がわかる資料の収集
〇地方部と都市部のそれぞれの地域社会が抱える課題がわかる資料の収集

必要に応じて調査と分析を繰り返す

Ⅲ．整理と分析
〇持続可能な労働市場を維持するための課題についての検討
・高齢者，女性，障がい者の雇用のあり方
・外国人労働者を受け入れる制度のあり方
〇持続可能な社会保障制度を維持するための課題についての検討
・出生動向と社会保障のあり方
・人口構成の変化と社会保険や社会福祉などの制度改革のあり方
〇持続可能な地域社会を実現するための課題についての検討
・地方自治のあり方
・人口が減少する地方部の共同体機能のあり方
・人口が集中する都市部の地域課題の克服のあり方

Ⅳ．まとめと発表
〇持続可能な労働市場，持続可能な社会保障制度，持続可能な地域社
会の実現に向けた取組み
〇人口減少問題を緩和するための包括的な対応策についてのまとめ

旧政治・経済
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問 １ 生徒Ｘ，生徒Ｙ，生徒Ｚは，下線部に関連する日本の政策について調べて

話し合っている。次の会話文中の空欄 ア ・ イ に当てはまる語句の

組合せとして最も適当なものを，後の�～�のうちから一つ選べ。 ２５

Ｘ：女性の活躍を推進する政策などが行われてきたけど，実際に何か変化が起

こっているのかな。

Ｙ：女性の年齢別労働力率のグラフをいくつかの資料でみかけたけど，以前は

ア だったものが，最近は変化してきているね。

Ｚ：ということは，結婚や出産を機に仕事を辞める女性が少なくなって，働く

女性の割合が高まってきたということかな。

Ｘ：どうかな。この点は詳しく調べていく必要がありそうだね。それから，高

齢者の就労を推進する政策も行われてきたと思うけど，こちらは何か調べ

られたかな。

Ｙ：高齢者の就労についても調べてみたよ。総務省の調査によると，６０～６４

歳の労働力率が，２０００年時点では５５.５％であったものが，２０２０年時点

には７３.１％に上昇していたよ。

Ｚ：老齢厚生年金の支給開始年齢の引上げもあるけど， イ の改正によっ

て本人が希望すれば６５歳まで企業で就労できるようになったことで，労

働者として活躍する期間が長くなってきたといえるね。

Ｘ：労働市場における女性や高齢者に関する取組みが，労働力不足を補うこと

につながるかもしれないね。

� ア M字型 イ 高年齢者雇用安定法

� ア M字型 イ 職業安定法

� ア 逆 U字型 イ 高年齢者雇用安定法

� ア 逆 U字型 イ 職業安定法

旧政治・経済

―１１３― （２７１６―３１３）



問 ２ 下線部に関して，生徒Ｙは，日本における外国人の在留資格について調

べ，次のメモを作成した。後の記述ア～ウのうち，メモから読みとれる内容と

して正しいものはどれか。当てはまるものをすべて選び，その組合せとして最

も適当なものを，後の�～�のうちから一つ選べ。 ２６

〇日本に滞在する外国人は，出入国管理及び難民認定法（入管法）に基づいて有す

る「在留資格」に従い，日本国内で従事できる活動の種類や在留期間が制限され

ている。

〇１９９３年にスタートした外国人研修・技能実習制度は，２００９年の入管法改正で

技能実習制度として整備された。この制度は，外国人が働きながら日本の技術

や知識などを学ぶ制度であり，技能実習生には，「技能実習」の在留資格で，技

能評価制度が整備されている一定の職種での実習が認められる。しかし，実際

には，技能実習生が安価な労働力として使われるケースもあり，待遇が悪くて

も技能実習生に「転籍」（同じ業種の他の企業に移ること）が認められないことな

どが人権侵害にあたるといった指摘もある。

〇２００８年からは，インドネシアなどとの EPA（経済連携協定）に基づき，介護・

看護の分野での就労と資格取得を目的とする「特定活動」の在留資格が認められ

た。この在留資格では，日本の介護施設や病院で就労しながら国家資格である

介護福祉士や看護師の資格取得をめざすこととなるが，一定の在留期間のうち

にそれらの資格試験に合格できなかったときには，帰国を余儀なくされること

になる。

〇２０１９年に，新しい在留資格として「特定技能」が創設された。これは，人材確

保が困難である分野に限定して，一定の専門性・技能を有し即戦力となる外国

人を受け入れる制度である。この制度で，「特定技能」第�号からステップアッ

プし，「特定技能」第�号に認定されると，「転籍」が認められ，在留期間の更新

の上限がなくなり，一緒に暮らすために海外から家族を呼び寄せることもでき

るようになる。

旧政治・経済

―１１４― （２７１６―３１４）



ア 「技能実習」の在留資格では，技能実習生に「転籍」は認められないが，実習

できる職種は限定されない。

イ EPAに基づく「特定活動」の在留資格では，就労できる職種が介護や看護

の業務に限定されるが，介護福祉士や看護師の国家資格を取得できるまで上

限なく在留期間の更新が認められる。

ウ 「特定技能」第�号の在留資格では，「転籍」や家族とともに日本で暮らすこ

とが認められる。

� ア

� イ

� ウ

� アとイ

� アとウ

� イとウ

	 アとイとウ

旧政治・経済

―１１５― （２７１６―３１５）



問 ３ 下線部に関して，生徒Ｘは，日本の出生数と日本の合計特殊出生率の推移

を調べ，次の図を作成した。図に示されている期間における出生数や合計特殊

出生率に関する記述として誤っているものを，後の�～�のうちから一つ選

べ。 ２７

第１次ベビーブーム(1947～49　年)

第２次ベビーブーム(1971～74　年)

1949　年　出生数　2,696,638　人
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出生数 合計特殊出生率

2020年　出生数
840,835　人

（出所） 厚生労働省Webページにより作成。

� １９４９年の出生数は，２０２０年の出生数の�倍以上となっている。

� 第�次ベビーブームと呼べるような出生数の増加はなかった。

� ２００５年と２０１５年とを比べると，合計特殊出生率が上昇しているが，出生

数は減少していることがわかる。

� １９８０年の合計特殊出生率は，人口水準を安定的に維持する値を上回って

いる。

旧政治・経済
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問 ４ 生徒Ｘは，下線部について調べた。次の記述ア～ウのうち，日本の地方自

治の制度に関する記述として正しいものはどれか。当てはまるものをすべて選

び，その組合せとして最も適当なものを，後の�～�のうちから一つ選べ。

２８

ア 有権者は，必要な数の署名により，地方公共団体の首長の解職を請求する

ことはできるが，地方公共団体の議会の議員の解職を請求することはできな

い。

イ オンブズマン（オンブズパーソン）は，それが設置された一部の地方公共団

体において，苦情のある行政活動について調査し，改善の勧告をすることが

ある。

ウ 地方公共団体の首長は，予算に関する当該地方公共団体の議会の議決につ

いて異議があるときには，これを再議に付すことができる。

� ア

� イ

� ウ

� アとイ

� アとウ

� イとウ

� アとイとウ

旧政治・経済
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問 ５ 下線部に関連して，生徒Ｘ，生徒Ｙ，生徒Ｚは，人口減少が進む地域社会
の持続可能性について，次の表をみながら話し合っている。後の会話文中の空
欄 ア ・ イ に当てはまる語句の組合せとして最も適当なものを，後
の�～�のうちから一つ選べ。 ２９

地域 J 地域 K

２０００年 ２０１０年 ２０２０年 ２０００年 ２０１０年 ２０２０年

人口増減率（％） －１７．２ －２２．０ －２７．４ －１１．０ －１７．３ －２２．２

高齢化率（％） ３２．３ ４９．５ ５５．３ ３３．８ ４９．０ ５１．０

農業用水路の保全率（％） ６２．５ ６０．０ ３３．３ ９４．３ ７７．８ ９１．７

（注） 表中の人口増減率は，当該年の１０年前と比較した場合の増減率である。
（出所） 総務省，農林水産省の各Webページにより作成。

Ｚ：この表は，「限界集落」に関するものだと思うけど，限界集落とは，過疎化
や高齢化によって住民同士の支え合いによる共同生活が成り立たなくな
り，地域社会の維持が困難な地域のことだったよね。

Ｘ：そうだね。ところで，表中の農業用水路の保全率って何のことかな。
Ｙ：これは，大まかにいうと，地域内の農業用水路が地域住民によって保全さ
れている割合のことで，共同生活の維持の困難さがわかる指標の一つだ
よ。表では，どちらの地域も過疎・高齢化が進んでいるので，農業用水路
の保全率をみると，限界集落の問題の深刻さを比較できるということだ
ね。

Ｚ：この表では， ア の方が限界集落の問題がより深刻だね。
Ｘ：このような地域を再び活性化させるには，どうすればいいんだろうか。
Ｙ：地域の特性をいかした取組みがあるよ。たとえば，農作物の生産だけでな
く，農作物の製品への加工や製品の流通・販売などと一体化させて付加価
値を高める イ の取組みによって活性化に成功した事例は興味深い
ね。

� ア―地域 J イ 転 作 � ア―地域 J イ 六次産業化
� ア―地域 K イ 転 作 � ア―地域 K イ 六次産業化

旧政治・経済
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問 ６ 下線部についての発表を担当している生徒Ｙは，生徒Ｘ，生徒Ｚと一緒

に，次の資料１と資料２をみながら後の発表原稿の内容を検討している。発表

原稿中の空欄 ア ～ ウ に当てはまる語句の組合せとして最も適当な

ものを，後の�～�のうちから一つ選べ。 ３０

資料１ 出生者数・死亡者数・労働力率・高齢化率の推移

出生者数（万人） 死亡者数（万人） 労働力率（％） 高齢化率（％）

１９８０年 １５７．７ ７２．３ ６４．１ ９．１

１９８５年 １４３．２ ７５．２ ６３．７ １０．３

１９９０年 １２２．２ ８２．０ ６３．４ １２．１

１９９５年 １１８．７ ９２．２ ６３．９ １４．６

２０００年 １１９．１ ９６．２ ６２．１ １７．４

２００５年 １０６．３ １０８．４ ６１．５ ２０．２

２０１０年 １０７．１ １１９．７ ６１．２ ２３．０

２０１５年 １００．６ １２９．１ ６０．０ ２６．６

２０２０年 ８４．１ １３７．３ ６２．１ ２８．６

（出所） 厚生労働省，総務省の各Webページにより作成。
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資料２ 高齢者関係給付費と児童・家族関係給付費の推移

（注）「高齢者関係給付費」は，老齢年金や医療・介護サービスなどの給付費の総額を指し，
「児童・家族関係給付費」は，児童手当や保育サービスなどの給付費の総額を指す。これら
はいずれも社会保障給付費の一部である。

（出所） 国立社会保障・人口問題研究所Webページにより作成。

旧政治・経済
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発表原稿

２０２０年時点の日本の高齢化率は，OECD（経済協力開発機構）加盟国の中で最
も高くなっています。１９７０年には「高齢化社会」となり，さらに資料１をみる
と， ア には「高齢社会」，２０１０年には「超高齢社会」と呼ばれる状態になっ
ていることがわかります。
高齢化が進む要因の一つが少子化ですが，死亡者数が出生者数を下回る状態か
ら死亡者数が出生者数を上回る状態に転換した社会を「人口減少社会」と呼ぶ場合
もあります。この定義に従うと，日本では， イ に人口減少社会に移行した
と考えられます。また，少子高齢化が進むと，生産活動に従事する人や租税や社
会保険料などを納付する人の割合が低くなる一方で，年金や医療，介護などを受
給する人の割合が高まるため，社会保障制度の維持が難しくなるのではないかと
懸念されてきました。
ここで，資料２の図ａと図ｂのうち，どちらが高齢者関係給付費の内容を示し
ているか，皆さんはわかりますか？ （間をおく） 高齢者関係給付費の内容を示
しているのは， ウ です。
社会保障の課題を克服するために，政府が社会保障給付費の伸びを抑制する改
革を進めたことによって，高齢者関係給付費の増加率が低くなりました。他方
で，少子化対策を推進したことによって，児童・家族関係給付費の増加率が高く
なりました。また，女性や高齢者，外国人など，労働力として期待できる人材の
活躍を推進してきたことで，労働力率の上昇につながった可能性があります。こ
のような改革も，社会保障制度の持続可能性を高める取組みの一つであると考え
ます。

� ア １９８５年 イ ２０００年代 ウ―図ａ
� ア １９８５年 イ ２０００年代 ウ―図ｂ
� ア １９８５年 イ ２０１０年代 ウ―図ａ
� ア １９８５年 イ ２０１０年代 ウ―図ｂ
� ア １９９５年 イ ２０００年代 ウ―図ａ
� ア １９９５年 イ ２０００年代 ウ―図ｂ
� ア １９９５年 イ ２０１０年代 ウ―図ａ
	 ア １９９５年 イ ２０１０年代 ウ―図ｂ
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